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（重量換算 要件）

第 条 条例第 条第 項 規則 定 要件 、産

業廃棄物 容量 計測 可能 。

（重量 換算）

第 条 条例第 条第 項 規定 重量 換算

別表 左欄 掲 産業廃棄物 種類（種類 容

量 計測 産業廃棄物 、 主

産業廃棄物 種類） 応 同表 右欄 定

換算係数 産業廃棄物 容量（立方 ー 表

容量 。） 乗 方法 行

前項 規定 換算 得 重量 単位 、

。

（産業廃棄物処分場税 特別徴収義務者 登録

申請等）

第 条 条例第 条第 項 申請書 、第 号様式

。

前項 申請書 、次 掲 書類 添付

。

（ ） 廃棄物 処理及 清掃 関 法律施行規則

（昭和 年厚生省令第 号）第 条 又 第 条

規定 許可証（以下「許可証」 。）

写

（ ） 最終処分場 見取図

第 項 申請書 記載 条例第

条第 項第 号 知事 必要 認 事項

、次 掲 。

（ ） 条例第 条第 項第 号 規定 許可（以

下「許可」 。） 係 事業 種類並 当該

許可 年月日及 許可番号

（ ） 最終処分場 種類

条例第 条第 項 証票 、第 号様式

。

条例第 条第 項 申請書（以下「産業廃棄物処

分場税特別徴収義務者登録変更申請書」 。）

記載 同条第 項第 号 知事 必

要 認 事項 、次 掲 。

、第 号 掲 事項 、産業廃棄物処分場税

特別徴収義務者 法人 場合 限 。

（ ） 変更申請年月日

（ ） 産業廃棄物処分場税 特別徴収義務者 代表者

氏名

（ ） 登録番号

（ ） 変更 係 最終処分場 種類

（ ） 変更内容

（ ） 変更年月日

（ ） 変更理由

産業廃棄物処分場税特別徴収義務者登録変更申請書

の
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には の に る について
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その を し は したときは なく
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の び
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び し は した

し は した

の で める

は のとおりとする

に る

の で める は

のとおりとする

の は の に る

の で める は

のとおりとする

の としての の

の は に

よるものとする

の には に げる を しなけれ

ばならない

の し

の

の に しなければならない

の が であると める

は に げるとおりとする

に る の びに の

び

の

を けた が に

る の に する は び の

に する

の による の を け

しくは の による への

、産業廃棄物処分業等 許可 係 事項

変更 生 場合 、当該変更後 許可証 写 添

付 。

（証票 再交付）

第 条 条例第 条第 項 証票 交付 受 者

証票 亡失 、又 損傷 、遅滞 、

次 掲 事項 記載 産業廃棄物処分場税特別徴

収義務者証票再交付申請書 知事 証票 再交付

申請 。

（ ） 再交付申請年月日

（ ） 産業廃棄物処分場税 特別徴収義務者 住所又

所在地並 氏名又 名称及 代表者 氏名

（ ） 最終処分場 種類、所在地及 名称

（ ） 亡失 、又 損傷 証票 番号、交付年月日

及 亡失 、又 損傷 年月日

（ ） 亡失 、又 損傷 理由

（納入申告書）

第 条 条例第 条第 項 規則 定 納入申告書

、第 号様式 。

（徴収猶予 係 申請書）

第 条 条例第 条第 項 規則 定 申請書 、

第 号様式 。

（徴収不能額等 還付又 納入義務 免除 係 申請書）

第 条 条例第 条第 項 規則 定 申請書 、

第 号様式 。

（産業廃棄物処分場税 納税義務者 登録 申請

書等）

第 条 条例第 条第 項 申請書 、第 号様式

。

前項 申請書 、次 掲 書類 添付

。

（ ） 許可証 写

（ ） 最終処分場 見取図

第 項 申請書 記載 条例第

条第 項第 号 知事 必要 認 事項

、次 掲 。

（ ） 許可 係 事業 種類並 当該許可 年月日

及 許可番号

（ ） 最終処分場 種類

（ ） 中間処理施設（許可 受 者 当該許可 係

業 用 供 施設又 海洋汚染及 海上災害

防止 関 法律（昭和 年法律第 号）第 条

第 項 規定 国土交通大臣 許可 受 、若

同条第 項 規定 国土交通大臣 届
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出 者 許可若 届出 係 同法

第 条第 号 規定 廃油処理事業 用 供

施設（鳥取県内 所在 限 。） 、

発生 最終処分 終了 一連 処理 工

程 中途 産業処理廃棄物 処分

。） 種類並 所在地及 名称

条例第 条第 項 申請書（以下「産業廃棄物処

分場税納税義務者登録変更申請書」 。） 記載

同条第 項第 号 知事 必要

認 事項 、次 掲 。

、第 号 掲 事項 、産業廃棄物処分場税 納

税義務者 法人 場合 限 。

（ ） 変更申請年月日

（ ） 産業廃棄物処分場税 納税義務者 代表者 氏

名

（ ） 登録番号

（ ） 変更 係 最終処分場 種類

（ ） 変更内容

（ ） 変更年月日

（ ） 変更理由

産業廃棄物処分場税納税義務者登録変更申請書

産業廃棄物処分業等 許可 係 事項 変更

生 場合 、当該変更後 許可証 写 添付

。

（申告書及 修正申告書）

第 条 条例第 条第 項 規則 定 申告書 、

第 号様式 。

条例第 条第 項 規則 定 修正申告書 様

式 、第 号様式 。

（更正及 決定 関 通知書）

第 条 条例第 条 規則 定 通知書 、第 号

様式 。

（最終処分場 業 行 埋立処分 廃止等

届出）

第 条 産業廃棄物処分場税 特別徴収義務者 、最終

処分場 業 行 埋立処分（以下「埋立処

分業」 。） 廃止 、廃止

日 日前 次 掲 事項 記載

最終処分場埋立処分業廃止届出書 知事 届

出 。

（ ） 届出年月日

（ ） 産業廃棄物処分場税 特別徴収義務者 住所又

所在地並 氏名又 名称及 代表者 氏名

（ ） 登録番号

（ ） 最終処分場 種類、所在地及 名称

（ ） 廃止 年月日
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（ ） 廃止 理由

産業廃棄物処分場税 特別徴収義務者 埋立処分業

休止 、又 産業廃棄物処分場税

納税義務者 最終処分場 休止 、

休止 日 前日 次 掲 事項 記

載 最終処分場埋立処分業等休止届出書 知事

届 出 。

（ ） 届出年月日

（ ） 産業廃棄物処分場税 特別徴収義務者又 納税

義務者 住所又 所在地並 氏名又 名称及 代

表者 氏名

（ ） 登録番号

（ ） 最終処分場 種類、所在地及 名称

（ ） 休止予定期間

（ ） 休止 理由

産業廃棄物処分場税 特別徴収義務者 休止 埋

立処分業 再開 、又 産業廃棄物処

分場税 納税義務者 休止 最終処分場 再開

、次 掲 事項 記載 最終処分

場埋立処分業等再開届出書 知事 届 出

。

（ ） 届出年月日

（ ） 産業廃棄物処分場税 特別徴収義務者又 納税

義務者 住所又 所在地並 氏名又 名称及 代

表者 氏名

（ ） 登録番号

（ ） 最終処分場 種類、所在地及 名称

（ ） 再開予定年月日

（帳簿等 記載事項等）

第 条 条例第 条第 号 知事 必要 認 事項

、次 掲 。

（ ） 年月日 搬入 産業廃棄物 種類

（ ） 前号 産業廃棄物 搬入 者 氏名及 住所

（法人 、名称及 主 事務所 所在地）

（ ） 第 号 産業廃棄物 係 廃棄物 処理及 清

掃 関 法律（昭和 年法律第 号）第 条

規定 交付 産業廃棄物管理票 交付

番号

別表（第 条関係）
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２
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２
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２
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７

８

９

２ ４

２

２

２

１ １

繊維

食料品製造業、医薬品製造業又 香料製

造業 原料 使用 動物又

植物 係 固形状 不要物

廃棄物 処理及 清掃 関 法律施行

令（昭和 年政令第 号。以下「廃棄物

処理法施行令」 。）第 条第 号

掲 産業廃棄物

金属

、 ー 及 陶磁

器

鉱

工作物 新築、改築又 除却 伴 生

ー 破片 他 類

不要物

動物 尿

動物 死体

廃棄物処理法施行令第 条第 号 掲

産業廃棄物

廃棄物処理法施行令第 条第 号 掲

産業廃棄物

様式目次

～ 略

産業廃棄物処分場税関係

第 号様式 産業廃棄物処分場税特別徴収義務者登録申

請書

第 号様式 産業廃棄物処分場税特別徴収義務者 証

第 号様式 産業廃棄物処分場税納入申告書

第 号様式 産業廃棄物処分場税徴収猶予申請書

第 号様式 産業廃棄物処分場税徴収不能額等還付納入

義務免除申請書

第 号様式 産業廃棄物処分場税納税義務者登録申請書

第 号様式 産業廃棄物処分場税納付申告書

第 号様式 産業廃棄物処分場税修正申告書

第 号様式 更正決定通知書（産業廃棄物処分場税・加

算金）

様式目次

～ 略

くず

は
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の び に する

という の
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第 号様式 第 号様式 次 改 。

（第 条 関係）

（備考） 納付書 、個人事業税 第 期分 納付 使用 。

１ １ １ ３ １

１ ２ ２

２

その から の その までを のように める

その の

この は の の について すること

第 号様式１

（鳥取県）

口座
番号

加入
者

帳票ＩＤ 年度 所税目 期 別 区分事由納 税 番 号 ＣＤ

税 額 延 滞 金 合 計 ＣＤ

願

用
紙
、

汚

、

折

曲

。

円

数 字 記 入 例

氏名

鳥取県 部県税事務所長・出納員 様

指定金融
機 関 名

領

収

日

付

印

領

収

日

付

印

（鳥取県）

口座
番号

加入
者

住所

氏名

課税年度 所属 税目 期 別 納 税 番 号

円

統 轄 店 御 中

日 計
口

円

領

収

日

付

印

領

収

日

付

印

（鳥取県）

口座
番号

加入
者

住所

氏名

課 税 年 度 所 得 年 納 税 番 号

年度 年

円

上記金額 領収 。

領

収

日

付

印

RP RP RP領収済通知書 納 付 書 領 収 証 書○

個 人 事 業 税

○

個 人 事 業 税

○

個 人 事 業 税

公 公 公県 税 県 税 県 税

納税貯蓄組合番号

個人事業税第 期分 、上記 納付 。

年 月 日

鳥取県 部県税事務所長

年度

第 期税額

延 滞 金

合 計

納 期 限

年度

第 期税額

延 滞 金

合 計

納 期 限

納 付 場 所

年度

第 期税額

延 滞 金

合 計

納 期 限

第 期分 納税 （ 知 ）

印

お

い

こ
の

は

し
た
り

り

げ
な
い
で
く
だ
さ
い の

を しました

２

２ ２

２

￥マ クを しないでくださいー 記入 。

：：：：：：：：：：：
：：：：：：：：

（取 店）りまとめ

取 局りまとめ

課税区分調定事由

の について お らせ

２ について のとおり してください
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第 号様式１ その の

この は の により する について すること

２ ２ ２（第 条 関係）

（備考） 納付書 、口座振替 方法 納付 個人事業税 使用 。

（鳥取県）

口座
番号

加入
者

帳票ＩＤ 年度 所税目 期 別 区分事由納 税 番 号 ＣＤ

税 額 延 滞 金 合 計 ＣＤ

願

用
紙
、

汚

、

折

曲

。
数 字 記 入 例

氏名

口座振替金融機関番号

鳥取県 部県税事務所長・出納員 様

指定金融
機 関 名

領

収

日

付

印

領

収

日

付

印

（鳥取県）

口座
番号

加入
者

住所

氏名

課税年度 所属 税目 期 別 納 税 番 号

円

統 轄 店 御 中

日 計
口

円

領

収

日

付

印

領

収

日

付

印

（鳥取県）

口座
番号

加入
者

住所

氏名

課税年度 所属 税目 期 別 納 税 番 号

円

上記金額 領収 。

領

収

日

付

印

RP RP RP領収済通知書 納 付 書 領 収 証 書○

個 人 事 業 税

○

個 人 事 業 税

○

個 人 事 業 税

公 公 公県 税 県 税 県 税

年度

税額

延 滞 金

合 計

納 期 限

年度

税額

延 滞 金

合 計

納 期 限

納 付 場 所

年度

税額

延 滞 金

合 計

納 期 限

お

い

こ
の

は

し
た
り

り

げ
な
い
で
く
だ
さ
い の

を しました

￥マ クを しないでくださいー 記入 。

：：：：：：：：：：：
：：：：：：：：

（取 店）りまとめ

取 局りまとめ

課税区分調定事由 課税区分調定事由

口 座 振 替
金融機関番号

口 座 振 替
金融機関番号
納 税 貯 蓄
組 合 番 号
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第 号様式１ その の

この は により された の について すること

３ ２ ２（第 条 関係）

（備考） 納付書 、不動産取得税税額等変更通知書 通知 税額 納付 使用 。

（鳥取県）

口座
番号

加入
者

帳票ＩＤ 年度 所税目 期 別 区分事由納 税 番 号 ＣＤ

税 額 延 滞 金 合 計 ＣＤ

願

用
紙
、

汚

、

折

曲

。

円

数 字 記 入 例

氏名

鳥取県 部県税事務所長・出納員 様

指定金融
機 関 名

領

収

日

付

印

領

収

日

付

印

（鳥取県）

口座
番号

加入
者

住所

氏名

課税年度 所属 税目 期 別 納 税 番 号

円

統 轄 店 御 中

日 計
口

円

領

収

日

付

印

領

収

日

付

印

（鳥取県）

口座
番号

加入
者

住所

氏名

課税年度 所属 税目 期 別 納 税 番 号

円

上記金額 領収 。

領

収

日

付

印

RP RP RP領収済通知書 納 付 書 領 収 証 書○

不動産取得税

○

不動産取得税

○

不動産取得税

公 公 公県 税 県 税 県 税

年度

税 額

延 滞 金

合 計

納 期 限

年度

税 額

延 滞 金

合 計

納 期 限

納 付 場 所

年度

税 額

延 滞 金

合 計

納 期 限

お

い

こ
の

は

し
た
り

り

げ
な
い
で
く
だ
さ
い の

を しました

￥マ クを しないでくださいー 記入 。

：：：：：：：：：：：
：：：：：：：：

（取 店）りまとめ

取 局りまとめ

課税区分調定事由 課税区分調定事由
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第 号様式１ その の

この は の により する について すること

４ ２ ２（第 条 関係）

（備考） 納付書 、口座振替 方法 納付 自動車税 使用 。

（鳥取県）

帳票ＩＤ 年度 所税目 期 別 区分 ＣＤ

事由 納 税 番 号 税 額 ＣＤ

ー 記入 。

氏名

鳥取県 部県税事務所長・出納員様

指定金融
機 関 名

（鳥取県）

住所

氏名

統轄店 御中

日 計
口

円

（鳥取県）

住所

氏名

RP RP RP領収済通知書 納 付 書 領 収 証 書○ ○ ○公 公 公県 税

願 ： 用紙 、汚 、折 曲 。

円

領 収 日 付 印 領 収 日 付 印

県 税

領 収 日 付 印 領 収 日 付 印

県 税

納税貯蓄組合番号

口座振替金融機関番号

上記金額 領収
。

領 収 日 付 印

口 座 番 号 加 入 者 登 録 番 号 納 税 番 号

年度 自動車税
税

額

合

計

口 座 番 号 加 入 者 登 録 番 号 納 税 番 号

年 度

自 動 車 税

税 額

延滞金

合 計

円

納 期 限

口 座 番 号 加 入 者 登 録 番 号 納 税 番 号

年 度

自 動 車 税

税 額

延滞金

合 計

円

納 期 限

お い この は したり り げないでください

を しま
した

下記 字体 従
記入 。

の に って
してください

延
滞
金

￥マ クを しないでください

（取 店）りまとめ

取 局りまとめ
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第 号様式１ その の

この は により された び により された の について すること

５ ２ ２（第 条 関係）

（備考） 納付書 、自動車税税額変更通知書 通知 税額及 督促状 督促 自動車税 納付 使用 。

（鳥取県）

帳票ＩＤ 年度 所税目 期 別 区分 ＣＤ

事由 納 税 番 号 税 額 ＣＤ

ー 記入 。

鳥取県 部県税事務所長・出納員 様

指定金融
機 関 名

（鳥取県）

住所

氏名

統 轄 店 御 中

日 計
口

円

（鳥取県）

住所

氏名

RP RP RP領収済通知書 納 付 書 領 収 証 書○ ○ ○公 公 公県 税

願 ： 用紙 、汚 、折 曲 。

円

領 収 日 付 印 領 収 日 付 印

県 税

領 収 日 付 印 領 収 日 付 印

県 税

上記金額 領収
。

領 収 日 付 印

口 座 番 号 加 入 者 登 録 番 号 納 税 番 号

年度 自動車税
税

額

合

計

口 座 番 号 加 入 者 登 録 番 号 納 税 番 号

納付場所 税 額

延滞金

合 計

円

納 期 限

口 座 番 号 加 入 者 登 録 番 号 納 税 番 号

年 度

自 動 車 税

税 額

延滞金

合 計

円

納 期 限

お い この は したり り げないでください

を しま
した

下記 字体 従
記入 。

の に って
してください

延
滞
金

￥マ クを しないでください

（取 店）りまとめ

取 局りまとめ
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この は に る び の に するほか に める により は
する に すること

１ ２ ２（第 条 関係）
（表面）

（備考） 納付（納入）書 、更正、決定 係 県民税利子割、県民税配当割及 県民税株式等譲渡所得割 納入 使用 、別 定 方法 納付又 納
入 場合 使用 。

（鳥取県）

口座
番号

加入
者年 月

分

帳票ＩＤ 年度 所税目 期 別 区分事由納 税 番 号 ＣＤ

税 額 延 滞 金 過 ・ 不 ＣＤ

重 加 合 計 ＣＤ願

用
紙
、

汚

、

折

曲

。

円

円

円

円

氏名

鳥取県 部県税事務所長・出納員 様

指定金融
機 関 名

領

収

日

付

印

領

収

日

付

印

（鳥取県）

口座
番号

加入
者年 月

分

住所

氏名

課税年度 所属 税目 期 別 納 税 番 号

円

円

円

円

円

円

統 轄 店 御 中

日 計
口

円

領

収

日

付

印

領

収

日

付

印

（鳥取県）

口座
番号

加入
者年 月

分

住所

氏名

課税年度 所属 税目 期 別 納 税 番 号

円

円

円

円

円

円

上記金額 領収 。

領

収

日

付

印

RP RP RP領収済通知書 納付（納入）書 領 収 証 書○ ○ ○公 公 公県 税

数字 記入例

県 税

納
付（

納
入）

場
所

県 税

◎裏面 読 。

お

い

こ
の

は

し
た
り

り

げ
な
い
で
く
だ
さ
い

を しました

の

をお みください

税 額

重 加 算 金

小 計

延 滞 金

合 計

納 期 限

税 額

重 加 算 金

小 計

延 滞 金

合 計

納 期 限

税 額

重 加 算 金

小 計

延 滞 金

合 計

納 期 限

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

へ

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

申告加算金

申告加算金 申告加算金
＋ ＋

＋

＋ ＋

＋

＋ ＋

＋

イ ロ ハ

ニ ホ

イ ロ ハ

ニ ホ

イ ロ ハ

ニ ホ

￥マ クを しないでくださいー 記入 。

：：：：：：：：：：：
：：：：：：：：

（取 店）りまとめ

取 局りまとめ

課税区分調定事由 課税区分調定事由

調定事由

法定納期限
年 月 日

延滞金 年 ％ 日
年 月 日

登録番号

納付（納入）指定日
年 月 日

が となる14.6
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（裏面）

延滞金

納期限後 県税 納 場合 、税額（ 円

未満 端数 又 全額 円未満

、 端数金額又 全額 切 捨 。）

対 、年 ー （次 掲 税額

期間 、年 ー （当該期間 属

各年 前年 月 日 経過 時 公定歩合

年 ー 割合 加算 割合 年 ー

割合 満 場合 、当該公定歩合 年 ー

割合 加算 割合）） 割合 、納期

限 翌日 納 日 日数 計算 金

額 相当 延滞金額（ 円未満 端数 又

全額 円未満 、 端数金額

又 全額 切 捨 。） 当該税額 加算 納

。

（ ） 申告 納入又 納付 税金 係

納期限後 申告納付又 申告納入 税額

納期限 翌日 月 経過 日 期間

更正又 決定 不足税額

当該不足税額 納期限 期間又 納期限

翌日 月 経過 日 期間

（ ） 納税通知書 告知 税額 係

納期限 翌日 月 経過 日 期間

について

に を められる は

の があるとき はその が であ

るときは その はその を り てる

に し パ セント に げる のそれぞれ

の については パ セント の す

る の の を する における

に パ セントの を した が パ セ

ントの に たない は に パ

セントの を した の をもって

の から められる までの により した

に する の があるとき

はその が であるときは その

はその を り てる を に して

めてください

して は すべき に るもの

ア に は する

の から を する までの

イ は による

の までの はその ま

での から を する までの

により された に るもの

の から を する までの

1,000

2,000

14.6

7.3

11 30

7.3

100

1,000

４

４

１

１

１

２

１
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第 号様式１ ２の その の

この は ゴルフ び を は する に すること

２ ２ ２

１ ２ ３

（第 条 関係）

（第 片） （第 片） （第 片表面）

（備考） 納付（納入）書 、 場利用税及 軽油引取税 申告納入又 申告納付 場合 使用 。

（鳥取県）

口座
番号

加入
者年 月

分

帳票ＩＤ 年度 所税目 期 別 区分事由納 税 番 号 ＣＤ

住 所

氏 名

願

用
紙
、

汚

、

折

曲

。

百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

ー 記入 。

納 期 限 年 月 日

鳥取県 部県税事務所長・出納員 様

指定金融
機 関 名

領

収

日

付

印

領

収

日

付

印

（鳥取県）

口座
番号

加入
者年 月

分

帳票ＩＤ 年度 所税目 期 別 区分事由納 税 番 号 ＣＤ

住 所

氏 名

百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

納 期 限 年 月 日

統轄店 御中

日 計
口

円

領

収

日

付

印

領

収

日

付

印

（鳥取県）

口座
番号

加入
者年 月

分

帳票ＩＤ 年度 所税目 期 別 区分事由納 税 番 号 ＣＤ

住 所

氏 名

百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

納 期 限 年 月 日

上記金額 領収 。

領

収

日

付

印

RP RP RP領収済通知書 納付（納入）書 領 収 証 書○ ○ ○公 公 公県 税 県 税 県 税

税

税 額

延 滞 金

重加算金

合 計

税

税 額

延 滞 金

重加算金

合 計

税

税 額

延 滞 金

重加算金

合 計

お

い

こ
の

は

し
た
り

り

げ
な
い
で
く
だ
さ
い

マ クを しないでください

を しました

過少申告
不 申 告加算金

過少申告
不 申 告加算金

過少申告
不 申 告加算金

￥

（取 店）りまとめ

取 局りまとめ
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（第 片裏面）３

延滞金

納期限後 県税 納 場合 、税額（ 円

未満 端数 又 全額 円未満

、 端数金額又 全額 切 捨 。）

対 、年 ー （次 掲 税額

期間 、年 ー （当該期間 属

各年 前年 月 日 経過 時 公定歩合

年 ー 割合 加算 割合 年 ー

割合 満 場合 、当該公定歩合 年 ー

割合 加算 割合）） 割合 、納期

限 翌日 納 日 日数 計算 金

額 相当 延滞金額（ 円未満 端数 又

全額 円未満 、 端数金額

又 全額 切 捨 。） 当該税額 加算 納

。

申告 納付又 納入 税金 係

期限後 申告納付又 申告納入 税額

納期限 翌日 月 経過 日 期間

更正又 決定 不足税額

当該不足税額 納付期限 期間又 納期

限 翌日 月 経過 日 期間

納税通知書 告知 税額 係

納期限 翌日 月 経過 日 期間

払 込 場所

鳥取県指定金融機関

鳥取県指定代理金融機関

鳥取県収納代理金融機関

鳥取県、島根県、岡山県、広島県又 山口県 区域内

郵便局

について

に を められる は

の があるとき はその が であ

るときは その はその を り てる

に し パ セント に げる のそれぞれ

の については パ セント の す

る の の を する における

に パ セントの を した が パ セ

ントの に たない は に パ

セントの を した の をもって

の から められる までの により した

に する の があるとき

はその が であるときは その

はその を り てる を に して

めてください

して は すべき に るもの

ア に は する

の から を する までの

イ は による

の までの はその

の から を する までの

により された に るもの

の から を する までの

い むべき

は の

の

1,000
2,000

14.6
7.3

11 30
7.3

100
1,000

４
４

１

１

１
２

１
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第 号様式１ ２の その の

この は の に して の に すること

３ ２ ２

１ ２ ３

（第 条 関係）

（第 片） （第 片） （第 片）

（備考） 納付（納入）書 、金融機関 窓口 配置 納付（納入） 用 供 。

（鳥取県）

口 座 番 号 加 入 者

（納付者）

課税年度 税 目 名 登 録 番 号

税目 期別（行為年月） 納 税 番 号

（鳥取県）

口 座 番 号 加 入 者

（納付者）

課税年度 税 目 名 登 録 番 号

税目 期別（行為年月） 納 税 番 号

（鳥取県）

口 座 番 号 加 入 者

（納付者）

課税年度 税 目 名 登 録 番 号

税目 期別（行為年月） 納 税 番 号

RP RP RP納付（納入）書 領収済通知書 領 収 証 書○ ○ ○公 公 公

県 税

納 期 限

課税事務所

日 計 口

円

領

収

日

付

印

県 税

納 期 限

課税事務所

領

収

日

付

印

県 税

納 期 限

課税事務所

上記金額 領収 。

領

収

日

付

印

所属 所属 所属課税区分 調定事由 課税区分 調定事由 課税区分 調定事由

税 額

延 滞 金

過少申告加算金

不申告加算金

重 加 算 金

合 計

税 額

延 滞 金

過少申告加算金

不申告加算金

重 加 算 金

合 計

税 額

延 滞 金

過少申告加算金

不申告加算金

重 加 算 金

合 計

帳票 ID

指定金融機関名
（取 店）りまとめ

取 局りまとめ

を しました



平
成

年
月

日
火
曜
日

鳥
取

県
公

報
（
号
外
）第

号
16

12
28

197
17

第 号様式１ ３の その の１ ２ ２（第 条 関係）

（表面）

（鳥取県）

口座
番号

加入
者

帳票ＩＤ 年度 所税目 期 別 区分事由納 税 番 号 ＣＤ

税 額 延 滞 金 合 計 ＣＤ

願

用
紙
、

汚

、

折

曲

。
数 字 記 入 例

氏名

鳥取県 部県税事務所長・出納員 様

指定金融
機 関 名

領

収

日

付

印

領

収

日

付

印

（鳥取県）

口座
番号

加入
者

住所

氏名

課税年度 所属 税目 期 別 納 税 番 号

円

統 轄 店 御 中

日 計
口

円

領

収

日

付

印

領

収

日

付

印

（鳥取県）

口座
番号

加入
者

住所

氏名

課 税 年 度 所 得 年 納 税 番 号

年度 年

円

事業区分 課 税 標 準 額 税率 税 額
円 ％ 円

円
納期限

納期限

上記 納付 。

年 月 日

鳥取県 部県税事務所長

◎ 裏面 読 。

上記金額 領収 。

領

収

日

付

印

RP RP RP領収済通知書 納 付 書○

個 人 事 業 税

○

個 人 事 業 税

○

個 人 事 業 税

公 公 公県 税

円

県 税 県 税

第 種

第 期（随時）税額

第 期 税 額

年度

延 滞 金

合 計

納 期 限

年度

延 滞 金

合 計

納 期 限

納 付 場 所

年度

延 滞 金

合 計

印

お

い

こ
の

は

し
た
り

り

げ
な
い
で
く
だ
さ
い の

のとおり してください

をお みください

を しました

第 期（随時）税額１

￥マ クを しないでくださいー 記入 。

：：：：：：：：：：：
：：：：：：：：

（取 店）りまとめ

取 局りまとめ

課税区分調定事由

第 期（随時）税額 納税貯蓄組合番号 第 期（随時）税額１ １

納税通知書兼領収証書

１

２
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（裏面）

１

２

２

１

４

４

３

４

課税 根拠

個人 事業税 、地方税法第 条 及 鳥取県税

条例第 条 規定 賦課 。

延滞金等

納期限 税金 完納 、 翌日

税金完納 日 日数 応 、税額（ 円未

満 端数 又 全額 円未満

、 端数金額又 全額 切 捨 。）

対 、年 ー （当該納期限 翌日

月 経過 日 期間 、年 ー

（当該期間 属 各年 前年 月 日 経過

時 公定歩合 年 ー 割合 加

算 割合 年 ー 割合 満 場合

、当該公定歩合 年 ー 割合 加算

割合）） 割合 計算 額 徴収 。

、納期限 税金 完納 督促 受

、 、 督促状 発付 日 起算 日

経過 日 、 税金 係 徴収金 完納

場合 滞納処分 受 。

賦課 不服 場合

納税者 、 県税 賦課 不服 場合

、 納税通知書 受 日 翌日 起算

日以内 行政不服審査法第 条 規定 知

事 審査請求 。審査請求 、

県税事務所長 経由 提出 。

の

の は の び

の により されたものです

までに を しないときは その か

ら の までの に じ

の があるとき はその が であ

るときは その はその を り てる

に し パ セント の から

を する までの については パ セ

ント の する の の を

する における に パ セントの を

した が パ セントの に たない

は に パ セントの を した

の で した で します

また までに を しないため を

け かつ その を した から して

を した までに この に る を し

ない には を けることになります

に がある

は この の について がある

は この を けとった の から し

て に の によって

に をすることができます は な

るべく を して してください

72

54

1,000

2,000

14.6

7.3

11 30

7.3

10

60
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第 号様式 次 改 。

（第 条 関係）

（表面）

１ ３ ３

３ ２ ２

の その を のように める

その の第 号様式１ ３の

（鳥取県）

口座
番号

加入
者

帳票ＩＤ 年度 所税目 期 別 区分事由納 税 番 号 ＣＤ

税 額 延 滞 金 合 計 ＣＤ

願

用
紙
、

汚

、

折

曲

。
数 字 記 入 例

氏名

鳥取県 部県税事務所長・出納員 様

指定金融
機 関 名

領

収

日

付

印

領

収

日

付

印

（鳥取県）

口座
番号

加入
者

住所

氏名

課税年度 所属 税目 期 別 納 税 番 号

円

統 轄 店 御 中

日 計
口

円

領

収

日

付

印

領

収

日

付

印

（鳥取県）

口座
番号

加入
者

住所

氏名

課 税 年 度 納 税 番 号

年度

円

課 税 標 準 額 税率 税 額

上記 納付 。

年 月 日

鳥取県 部県税事務所長

◎ 裏面 読 。

上記金額 領収 。

領

収

日

付

印

RP RP RP領収済通知書 納 付 書○

不動産取得税

○

不動産取得税

○

不動産取得税

公 公 公県 税

円

県 税 県 税

共 有 者

人

持分

年度

税 額

延 滞 金

合 計

納 期 限

年度

税 額

延 滞 金

合 計

納 期 限

納 付 場 所

年度

不動産 種類 税 額

延 滞 金

合 計

納 期 限

内
訳

不 動 産
所 在 地

印

お

い

こ
の

は

し
た
り

り

げ
な
い
で
く
だ
さ
い の

のとおり してください

をお みください

を しました

￥マ クを しないでくださいー 記入 。

：：：：：：：：：：：
：：：：：：：：

（取 店）りまとめ

取 局りまとめ

課税区分調定事由

納税通知書兼領収証書

の

の
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（裏面）

◎課税 根拠

県税 、地方税法第 条 、鳥取県税条例第

条 規定 賦課 。

◎延滞金

納期限 税金 完納 、 翌日

税金完納 日 日数 応 、税額（ 円未

満 端数 又 全額 円未満

、 端数金額又 全額 切 捨 。）

対 、年 ー （当該納期限 翌日

月 経過 日 期間 、年 ー

（当該期間 属 各年 前年 月 日 経過

時 公定歩合 年 ー 割合 加

算 割合 年 ー 割合 満 場合

、当該公定歩合 年 ー 割合 加算

割合）） 割合 計算 額 延滞金 徴収 。

知

納税者 、 県税 賦課 不服 場合

、 納税通知書 受 日 翌日 起算

日以内 行政不服審査法第 条 規定 知

事 審査請求 。審査請求 、

県税事務所長 経由 提出 。

納期限 税金 完納 督促 受 、

、 督促状 発付 日 起算 日 経過

日 、 税金 係 徴収金 完納 場

合 滞納処分 受 。

の

この は の

の により されたものです

までに を しないときは その か

ら の までの に じ

の があるとき はその が であ

るときは その はその を り てる

に し パ セント の から

を する までの については パ セ

ント の する の の を

する における に パ セントの を

した が パ セントの に たない

は に パ セントの を した

の で した で を します

お らせ

は この の について がある

は この を けとった の から し

て に の によって

に をすることができます は な

るべく を して してください

までに を しないため を け か

つ その を した から して を

した までに この に る を しない

には を けることになります

73

76

1,000

2,000

14.6

7.3

11 30

7.3

60

10

２

１

４

４

１

４

２
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第 号様式 次 改 。

（第 条 関係）

（表面）

１ ３ ６

６ ２ ２

その その を のように める

その の第 号様式１ ３の

（鳥取県）

帳票ＩＤ 年度 所税目 期 別 区分 ＣＤ

事由 納 税 番 号 税 額 ＣＤ

ー 記入 。

氏名

鳥取県 部県税事務所長・出納員 様

指定金融
機 関 名

（鳥取県）

住所

氏名

統 轄 店 御 中

日 計
口

円

（鳥取県）

住所

氏名

納税貯蓄組合番号

上記 納付 。

年 月 日

鳥取県 部県税事務所長

◎ 裏面 読 。

RP RP RP領収済通知書 納 付 書○ ○ ○公 公 公県 税

願 ： 用紙 、汚 、折 曲 。

円

領 収 日 付 印 領 収 日 付 印

県 税

領 収 日 付 印 領 収 日 付 印

県 税

領 収 日 付 印

口 座 番 号 加 入 者 登 録 番 号 納 税 番 号

年度 自動車税
税

額

合

計

口 座 番 号 加 入 者 登 録 番 号 納 税 番 号

年 度

自 動 車 税

税 額

延滞金

合 計

円

納 期 限

口 座 番 号 加 入 者 登 録 番 号 納 税 番 号

年 度 税 額

延滞金

合 計

円

納 期 限

印

お い この は したり り げないでください

下記 字体 従
記入 。

の に って
してください

延
滞
金

￥マ クを しないでください

のとおり してください

をお みください

（取 店）りまとめ

取 局りまとめ

自動車税納税通知書 領収証書兼

上記金額 領収 。を しました
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（裏面）

◎課税 根拠
自動車税 、地方税法第 条並 鳥取県税

条例第 条 規定 課 。
◎延滞金

納期限 税金 完納 、 翌日
税金完納 日 日数 応 、税額（ 円未

満 端数 又 全額 円未満
、 端数金額又 全額 切 捨 。）

対 、年 ー （当該納期限 翌日
月 経過 日 期間 、年 ー

（当該期間 属 各年 前年 月 日 経過
時 公定歩合 年 ー 割合 加

算 割合 年 ー 割合 満 場合
、当該公定歩合 年 ー 割合 加算

割合）） 割合 計算 額 延滞金 徴収 。
◎ 知

納税者 、 県税 賦課 不服 場合
、 納税通知書 受 日 翌日 起算
日以内 行政不服審査法第 条 規定 知

事 審査請求 。審査請求 、
県税事務所長 経由 提出 。

納期限 税金 完納 、督促 受 、
、 督促状 発付 日 起算 日 経

過 日 税金 係 徴収金 完納 場
合 、滞納処分 受 。

◎納付場所
鳥取県指定金融機関
鳥取県指定代理金融機関
鳥取県収納代理金融機関
鳥取県、島根県、岡山県、広島県又 山口県 区域内
郵便局

の
この は びに

の により せられたものです

までに を しないときは その か
ら の までの に じ
の があるとき はその が であ

るときは その はその を り てる
に し パ セント の から
を する までの については パ セ

ント の する の の を
する における に パ セントの を
した が パ セントの に たない

は に パ セントの を した
の で した の を します

お らせ
は この の について がある

は この を けとった の から し
て に の によって
に をすることができます は な

るべく を して してください
までに を しないため を け

かつ その を した から して を
した までにこの に る を しない
には を けることになります

は の
の

145
135

1,000
2,000

14.6
7.3

11 30

7.3

60

10

１

４

４

１

４

２
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第 号様式 次 改 。

（第 条 関係）

（表面）

１ ３ ９

９ ２ ２

のその その を のように める

その の第 号様式１ ３の

（鳥取県）

口座
番号

加入
者

帳票ＩＤ 年度 所税目 期 別 区分事由納 税 番 号 ＣＤ

税 額 延 滞 金 合 計 ＣＤ

願

用
紙
、

汚

、

折

曲

。
数 字 記 入 例

氏名

鳥取県 部県税事務所長・出納員 様

指定金融
機 関 名

領

収

日

付

印

領

収

日

付

印

（鳥取県）

口座
番号

加入
者

住所

氏名

課税年度 所属 税目 期 別 納 税 番 号

円

統 轄 店 御 中

日 計
口

円

領

収

日

付

印

領

収

日

付

印

（鳥取県）

口座
番号

加入
者

住所

氏名

課 税 年 度 納 税 番 号 対 象 年 度

年度 年度

円

上記 納付 。

年 月 日

鳥取県 部県税事務所長

◎ 裏面 読 。

上記金額 領収 。

領

収

日

付

印

RP RP RP領収済通知書 納 付 書○

鉱 区 税

○

鉱 区 税

○

鉱 区 税

公 公 公県 税

円

県 税 県 税

課税標準

税 率

円

年度

税 額

延 滞 金

合 計

納 期 限

年度

税 額

延 滞 金

合 計

納 期 限

納 付 場 所

年度

税 額

延 滞 金

合 計

納 期 限

印

お

い

こ
の

は

し
た
り

り

げ
な
い
で
く
だ
さ
い の

のとおり してください

をお みください

を しました

￥マ クを しないでくださいー 記入 。

：：：：：：：：：：：
：：：：：：：：

（取 店）りまとめ

取 局りまとめ

課税区分調定事由

納税通知書兼領収証書

百 ー

千 ー

ア ル

メ トル

百 ー
千 ー
ア ル
メ トル

ごと

鉱業権登録番号



平
成

年
月

日
火
曜
日

鳥
取

県
公

報
（
号
外
）第

号
16

12
28

197
24

（裏面）

◎ 課税 根拠

県税 、地方税法第 条、鳥取県税条例第

条 規定 賦課 。

◎ 延滞金

納期限 税金 完納 、 翌日

税金完納 日 日数 応 、税額（ 円未

満 端数 又 全額 円未満

、 端数金額又 全額 切 捨 。）

対 、年 ー （当該納期限 翌日

月 経過 日 期間 、年 ー

（当該期間 属 各年 前年 月 日 経過

時 公定歩合 年 ー 割合 加

算 割合 年 ー 割合 満 場合

、当該公定歩合 年 ー 割合 加算

割合）） 割合 計算 額 延滞金 徴収 。

知

納税者 、 県税 賦課 不服 場合

、 納税通知書 受 日 翌日 起算

日以内 行政不服審査法第 条 規定 知

事 審査請求 。審査請求 、

県税事務所長 経由 提出 。

納期限 税金 完納 督促 受 、

、 督促状 発付 日 起算 日 経過

日 、 税金 係 徴収金 完納 場

合 滞納処分 受 。

の

この は

の により されたものです

までに を しないときは その か

ら の までの に じ

の があるとき はその が であ

るときは その はその を り てる

に し パ セント の から

を する までの については パ セ

ント の する の の を

する における に パ セントの を

した が パ セントの に たない

は に パ セントの を した

の で した で を します

お らせ

は この の について がある

は この を けとった の から し

て に の によって

に をすることができます は な

るべく を して してください

までに を しないため を け か

つ その を した から して を

した までに この に る を しない

には を けることになります

178 147

1,000

2,000

14.6

7.3

11 30

7.3

60

10

１

４

４

１

４

２
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第 号様式 次 改 。
（第 条 関係）

（表面）

１ ４ １
２ ３

１

の その を のように める
の

その
第 号様式１ ４の

（鳥取県）

口座
番号

加入
者年 月

分

帳票ＩＤ 年度 所税目 期 別 区分事由納 税 番 号 ＣＤ

税 額 延 滞 金 過 ・ 不 ＣＤ

重 加 合 計 ＣＤ願

用
紙
、

汚

、

折

曲

。

円

円

円

円

氏名

鳥取県 部県税事務所長・出納員 様

指定金融
機 関 名

領

収

日

付

印

領

収

日

付

印

（鳥取県）

口座
番号

加入
者年 月

分

住所

氏名

課税年度 所属 税目 期 別 納 税 番 号

円

円

円

円

円

円

統 轄 店 御 中

日 計
口

円

領

収

日

付

印

領

収

日

付

印

（鳥取県） 口座
番号

加入
者

年 月

分

住所

氏名

課税年度 所属 税目 期 別 納 税 番 号

円

円

円

円

円

円

上記 滞納 、納付 。

年 月 日

鳥取県 部県税事務所長

◎裏面 読 。

上記金額 領収 。

領

収

日

付

印

RP RP RP領収済通知書 納付（納入）書
督 促 状

○ ○
○

公 公

公

県 税

数字 記入例

県 税

納
付（

納
入）

場
所

県 税

お

い

こ
の

は

し
た
り

り

げ
な
い
で
く
だ
さ
い

のとおり となっていますから してください

をお みください

を しました

の 税 額

重 加 算 金

小 計

延 滞 金

合 計

納 期 限

税 額

重 加 算 金

小 計

延 滞 金

合 計

納 期 限 年 月 日

兼 領 収 証 書

税 額

重 加 算 金

小 計

延 滞 金

合 計

納 期 限 年 月 日

印

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

申告加算金

申告加算金 申告加算金
＋ ＋

＋

＋ ＋

＋

＋ ＋

＋

イ ロ ハ

ニ ホ

イ ロ ハ

ニ ホ

イ ロ ハ

ニ ホ

￥マ クを しないでくださいー 記入 。

（取 店）りまとめ

取 局りまとめ

課税区分調定事由 課税区分調定事由

調定事由

法定納期限
年 月 日

延滞金 年 ％ 日
年 月 日

登録番号

納付（納入）指定日
年 月 日

が となる14.6
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（裏面）

完納 後、 状 届 場合 、行 違
御了解 。

〈 知 〉
督促状 発 日 起算 日 経過 日
完納 、滞納処分 受
。
督促状 不服 場合 、督促状 受

取 日 翌日 起算 日以内 、行政不服
審査法第 条 規定 知事 審査請求

。審査請求 、 県税事務所長
経由 提出 。
延滞金
納期限後 県税 納 場合 税額

（ 円未満 端数 又 全額
円未満 、 端数金額又 全額 切
捨 。） 対 、年 ー （次 掲

税額 期間 年 ー
（当該期間 属 各年 前年 月 日 経過
時 公定歩合 年 ー 割合 加算
割合 年 ー 割合 満 場合 、

当該公定歩合 年 ー 割合 加算 割合）
割合 、納期限 翌日 納 日
日数 計算 金額 相当 延滞金額（

円未満 端数 又 全額 円未満
、 端数金額又 全額 切 捨

。） 当該税額 加算 納 。
（ ） 申告 納付又 納入 税金 係

納期限後 申告納付又 申告納入 税額
納期限 翌日 月 経過 日 期間
更正又 決定 不足税額
当該不足税額 納期限 期間又 納期

限 翌日 月 経過 日 期間
（ ） 納税通知書 告知 税額 係
納期限 翌日 月 経過 日 期間

された この が いた は き いです
のであしからず ください
お らせ

を した から して を した ま
でに されないときは を けることにな
ります
この について がある は を

け った の から して に
の によって に をするこ

とができます は なるべく を
して してください

について
に を められる において が
の があるとき はその が

であるときは その はその を
り てる に し パ セント に げる

のそれぞれの については パ セント
の する の の を する

における に パ セントの を し
た が パ セントの に たない は

に パ セントの を した
の をもって の から められる まで
の により した に する

の があるとき はその が
であるときは その はその を り て
る を に して めてください

して は すべき に るもの
ア に は する

の から を する までの
イ は による

の までの はその
の から を する までの

により された に るもの
の から を する までの

１

２

４

３

４

４

１

１

１
２

１

10

60

1,000 2,000

14.6
7.3

11 30

7.3

100
1,000
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第 号様式 次 改 。

（第 条 関係）

（表面）

５ ２ １

１ ５ ２

の その を のように める

その の第 号様式５ ２の

（鳥取県）

口座
番号

加入
者

帳票ＩＤ 年度 所税目 期 別 区分事由納 税 番 号 ＣＤ

税 額 延 滞 金 合 計 ＣＤ

願

用
紙
、

汚

、

折

曲

。
数 字 記 入 例

氏名

鳥取県 部県税事務所長・出納員 様

指定金融
機 関 名

領

収

日

付

印

領

収

日

付

印

（鳥取県）

口座
番号

加入
者

住所

氏名

課税年度 所属 税目 期 別 納 税 番 号

円

統 轄 店 御 中

日 計
口

円

領

収

日

付

印

領

収

日

付

印

（鳥取県） 口座
番号

加入
者

住所

氏名

課 税 年 度 所 得 年 納 税 番 号

年度 年

円

課税標準額
（千円）

年 税 額
（円）

内 訳 （円）
第 期 分 第 期 分 随 時 分

差 引 額

通知 税額等 、上記 変更

納付 。

年 月 日

鳥取県 部県税事務所長

◎ 裏面 読 。

上記金額 領収 。

領

収

日

付

印

RP RP RP領収済通知書 納 付 書○

個 人 事 業 税

○

個 人 事 業 税

○

個 人 事 業 税

公 公

公

県 税

円

県 税
県 税

区 分

変 更 理 由 納 期 限

年度

税 額

延 滞 金

合 計

納 期 限

年度

税 額

延 滞 金

合 計

納 期 限

納 付 場 所

年度

税 額

延 滞 金

合 計

印

お

い

こ
の

は

し
た
り

り

げ
な
い
で
く
だ
さ
い の

さきに した を のとおり

しましたので してください

をお みください

を しました

￥マ クを しないでくださいー 記入 。

：：：：：：：：：：：
：：：：：：：：

（取 店）りまとめ

取 局りまとめ

課税区分調定事由

税額等変更通知書兼領収証書

納税貯蓄組合番号

１ ２
通知済 税額等
変更 税額等

の
した

の
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（裏面）

１

２

２

１

４

４

３

４

課税 根拠

個人 事業税 、地方税法第 条 及 鳥取県税

条例第 条 規定 賦課 。

延滞金等

納期限 税金 完納 、 翌日

税金完納 日 日数 応 税額（ 円未満

端数 又 全額 円未満

、 端数金額又 全額 切 捨 。）

対 、年 ー （当該納期限 翌日

月 経過 日 期間 、年 ー

（当該期間 属 各年 前年 月 日 経過

時 公定歩合 年 ー 割合 加

算 割合 年 ー 割合 満 場合

、当該公定歩合 年 ー 割合 加算

割合）） 割合 計算 額 徴収 。

、納期限 税金 完納 督促 受

、 、 督促状 発付 日 起算 日

経過 日 、 税金 係 徴収金 完納

場合 滞納処分 受 。

賦課 不服 場合

納税者 、 県税 賦課 不服 場合

、 税額等変更通知書 受 日 翌日

起算 日以内 行政不服審査法第 条 規定

知事 審査請求 。審査請求 、

県税事務所長 経由 提出 。

の

の は の び

の により されたものです

までに を しないときは その か

ら の までの に じ

の があるとき はその が である

ときは その はその を り てる

に し パ セント の から

を する までの については パ セ

ント の する の の を

する における に パ セントの を

した が パ セントの に たない

は に パ セントの を した

の で した で します

また までに を しないため を

け かつ その を した から して

を した までに この に る を し

ない には を けることになります

に がある

は この の について がある

は この を けとった の から

して に の によっ

て に をすることができます は

なるべく を して してください

72

54

1,000

2,000

14.6

7.3

11 30

7.3

10

60
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第 号様式 次 改 。

（第 条、第 条関係）

（第 片） （第 片）

19

22 23

の を のように める４

１ ２

第 号様式19 の４

RP RP払 込 書

第 号 年度歳入

一 般 会 計

金 額

、県税及 県税外収入 枚

領収済通知書 枚 円

月 日納付分 枚 円

月 日納付分 枚 円

月 日納付分 枚 円

月 日納付分 枚 円

領収済報告書 枚 円

月 日納付分 枚 円

月 日納付分 枚 円

月 日納付分 枚 円

月 日納付分 枚 円

内

訳

内

訳

上記金額 払 込 。

年 月 日

統轄店 御中

鳥取県 部県税事務所

鳥取県出納員（分任出納員）

鳥取県事務吏員 氏 名

領収日付印

領 収 証 書

第 号 年度歳入

一 般 会 計

金 額

、県税及 県税外収入 枚

領収済通知書 枚 円

月 日納付分 枚 円

月 日納付分 枚 円

月 日納付分 枚 円

月 日納付分 枚 円

領収済報告書 枚 円

月 日納付分 枚 円

月 日納付分 枚 円

月 日納付分 枚 円

月 日納付分 枚 円

内

訳

内

訳

上記金額 領収 。

年 月 日

鳥取県 部県税事務所

鳥取県出納員（分任出納員）

鳥取県事務吏員 氏 名 様

領収日付印

千万 百万 十万 万 千 百 十 円 千万 百万 十万 万 千 百 十 円

ただし び

を い みます

ただし び

を しました



平
成

年
月

日
火
曜
日

鳥
取

県
公

報
（
号
外
）第

号
16

12
28

197
30

第 号様式 次 改 。

（第 条関係）

50

35

を のように める

第 号様式50

（鳥取県）

口座
番号

加入
者年度

年 月

分

帳票ＩＤ 年度 所 税目 期 別 区分事由納 税 番 号 ＣＤ

住 所

氏 名

願

用
紙
、

汚

、

折

曲

。

百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

ー 記入 。

納 期 限 年 月 日

鳥取県 部県税事務所長・出納員 様

指定金融
機 関 名

領

収

日

付

印

領

収

日

付

印

（鳥取県）

口座
番号

加入
者年度

年 月

分

年度 所 税目 期 別 区分 事由 納 税 番 号

住 所

氏 名

百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

ー 記入 。

納 期 限 年 月 日

統轄店 御中

日 計
口

円

領

収

日

付

印

領

収

日

付

印

（鳥取県）

口座
番号

加入
者年度

年 月

分

年度 所 税目 期 別 区分 事由 納 税 番 号

住 所

氏 名

百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

ー 記入 。

納 期 限 年 月 日

上記 金額 領収 。

領

収

日

付

印

RP RP RP領収済通知書 払 込 書 領 収 証 書○

個 人 県 民 税

：：：：：：：：：：：

：：：：：：：：：：：

：：：：：：：：：：：

：：：：：：：：：：：

：：：：：：：：：：：

○

個 人 県 民 税

：：：：：：：：：：：

：：：：：：：：：：：

：：：：：：：：：：：

：：：：：：：：：：：

：：：：：：：：：：：

○

個 人 県 民 税

：：：：：：：：：：：

：：：：：：：：：：：

：：：：：：：：：：：

：：：：：：：：：：：

：：：：：：：：：：：

公 公 公県 税 県 税 県 税

お

い

こ
の

は

し
た
り

り

げ
な
い
で
く
だ
さ
い

マ クを しないでください マ クを しないでください マ クを しないでください

の を しました

税 額

延 滞 金

重 加 算 金

合 計

税 額

延 滞 金

重 加 算 金

合 計

税 額

延 滞 金

重 加 算 金

合 計

過少申告
不 申 告加算金

過少申告
不 申 告加算金

過少申告
不 申 告加算金

￥ ￥ ￥

（取 店）りまとめ

取 局りまとめ



平
成

年
月

日
火
曜
日

鳥
取

県
公

報
（
号
外
）第

号
16

12
28

197
31

第 号様式 次 改 。
（第 条、第 条 、第 条関係）

（表面）

（備考） 更正・決定・加算金決定通知書・納付（納入）書 、 場利用税及 軽油引取税 使用 。

61
43 49 58
を のように める

の

この は ゴルフ び について すること

第 号様式61 ３

（鳥取県）

口座
番号

加入
者年 月

分

帳票ＩＤ 年度 所税目 期 別 区分事由納 税 番 号 ＣＤ

税 額 延 滞 金 過 ・ 不 ＣＤ

重 加 合 計 ＣＤ願

用
紙
、

汚

、

折

曲

。

円

円

円

円

氏名

鳥取県 部県税事務所長・出納員 様

指定金融
機 関 名

領

収

日

付

印

領

収

日

付

印

（鳥取県）

口座
番号

加入
者年 月

分

住所

氏名

課税年度 所属 税目 期 別 納 税 番 号

円

統轄店 御中

日 計
口

円

領

収

日

付

印

領

収

日

付

印

（鳥取県）

口座
番号

加入
者年 月

分

住所

氏名

課税年度 所属 税目 期 別 納 税 番 号

円

①

②

上記 地方税法 第 条第 項

規定 決定 通知 納

付（納入）書 納付 。

年 月 日

鳥取県 部県税事務所長 印

◎裏面 読 。

上記金額 領収 。

領

収

日

付

印

RP RP RP領収済通知書 納付（納入）書○ ○
○

公 公
公

県 税

数字 記入例

県 税

納
付（

納
入）

場
所

県 税

お

い

こ
の

は

し
た
り

り

げ
な
い
で
く
だ
さ
い

のとおり の

により しましたので しますから

により してください

をお みください

を しました

の 税 額

重 加 算 金

小 計

延 滞 金

合 計

納 期 限

税 額

重 加 算 金

小 計

延 滞 金

合 計

納 期 限

課税標準 税 額

税 額

課税標準 重 加 算 金

税 額 小 計

差 引 税 額 延 滞 金

申告書提出期限 合 計

申告書提出年月日 指定納期限

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

申告加算金

申告加算金 申告加算金
＋ ＋

＋

＋ ＋

＋

＋ ＋

① ②

＋

イ ロ ハ

ニ ホ

イ ロ ハ

ニ ホ

イ ロ ハ

ニ ホ
￥マ クを しないでくださいー 記入 。

：：：：：：：：：：：
：：：：：：：：

（取 店）

取 局

りまとめ

りまとめ

課税区分調定事由 課税区分調定事由
（）

更正・決定・加算金決定通知書兼領収証書

更
正
・
決
定
額

既
申
告

更
正

決

定

額

円
（ ）

円
（ ）

－



平
成

年
月

日
火
曜
日

鳥
取

県
公

報
（
号
外
）第

号
16

12
28

197
32

（裏面）

１

１

４

４

２

４

延滞金

不足税額 、 年 月 日 納付

日 期間 応 、税額（ 円未満 端数

又 全額 円未満 、

端数金額又 全額 切 捨 。） 対 、

年 ー （ 通知書 納期限 期

間又 当該納期限 翌日 月 経過 日

期間 、年 ー （当該期間 属

各年 前年 月 日 経過 時 公定歩

合 年 ー 割合 加算 割合 年 ー

割合 満 場合 、当該公定歩合 年

ー 割合 加算 割合）） 割合 計算

金額

知

通知 不服 場合 、 通知書

受 日 翌日 起算 日以内 行政不服

審査法第 条 規定 知事 審査請求

。審査請求 、 県税事務所長

経由 提出 。

については から

の までの に じ の が

あるとき はその が であるときは

その はその を り てる に し

パ セント この による までの

は の から を する までの

については パ セント の す

る の の を する における

に パ セントの を した が パ

セントの に たない は に

パ セントの を した の で し

た

お らせ

この について がある は この を

けとった の から して に

の によって に をするこ

とができます は なるべく を

して してください

1,000

2,000

14.6

7.3

11 30

7.3

60



平成 年 月 日 火曜日 鳥 取 県 公 報 （号外）第 号16 12 28 197 33

第 号様式 次 次 様式 加 。

第 号様式（第 条関係）

産業廃棄物処分場税特別徴収義務者登録申請書

職 氏 名 様

産業廃棄物処分場税 特別徴収義務者 登録 受 、鳥取県税条例
第 条第 項

第 条第 項
規定

、次 申請 。

年 月 日

郵便番号

住 所

申請者 氏 名

法人 、主 事務所

所在地、名称及 代表者 氏名

電話番号

産業廃棄物

処分業等

最終処分場

事 業 種 類

許 可 年 月 日

許 可 番 号

種 類

所 在 地

名 称

規

模

埋立可能面積

埋立可能容積

事 業 開 始 年 月 日

年 月 日

（電話番号）

㎡

年 月 日

注 申請書 、最終処分場 作成 。

添付書類

産業廃棄物処分業等 許可証 写

最終処分場 見取図

71

72 62

221

221

の に の を える

の として を けたいので の

により のとおり します

にあっては たる の

び の

の

の

この は ごとに すること

の の し

の

９

１

２

１

２



平成 年 月 日 火曜日 鳥 取 県 公 報 （号外）第 号16 12 28 19734

第 号様式（第 条関係）

第 号

産業廃棄物処分場税特別徴収義務者 証

鳥 取 県

備考

製 。

縦 ー 、横 ー 。

地色 青 、文字 色 白 。

73 62

90 145

の

アルミ とする

ミリメ トル ミリメ トルとする

は とし の は とする

１

２

３



平成 年 月 日 火曜日 鳥 取 県 公 報 （号外）第 号16 12 28 197 35

第 号様式（第 条関係）

（表 面）

受 付 印 ※
処
理
事
項

入力確認 精査検算 納税番号 調定事由

産業廃棄物処分場税 納入申告書

（ 年 月分 年 月分 ）

年 月 日

職 氏 名 様

課税標準 重量
①

納 入 期 限

特

別

徴

収

義

務

者

住 所

法人

、主 事

務所 所在地

氏 名

法人

、名称及

代表者 氏名

最

終

処

分

場

種 類

所 在 地

名 称

記入 者 氏名

税 率
②

円

（電話 ）

税 額
①×②

円

年 月 日

注 ※印 欄 、記載 。

「課税標準 重量」欄 、裏面 「課税標準 重量」欄 数値 記載 。

74 64

1,000

から まで

となる

トン

にあって

は たる

の

にあって

は び

の

した の

の は しないこと

となる には の となる の を すること

１

２



平成 年 月 日 火曜日 鳥 取 県 公 報 （号外）第 号16 12 28 19736

（裏 面）

課税標準 重量 関 明細

産業廃棄物 種類

産業廃棄物 重量
計測 困難 産業廃棄物 重量 計測 困難

重 量 合 計

（ ）

＋重 量 （ ） 容 量 （ ） 換算係数
換算 得

重量（ ）

＝ ×

合 計

備 考

注 「産業廃棄物 種類」欄 、鳥取県税条例施行規則別表 左欄 掲 産業廃棄物 種類 記載

。

「換算係数」欄 、鳥取県税条例施行規則別表 右欄 定 換算係数 記載 。

となる に する

の

の
の が でな
いもの

の の が なもの
の

トン
トン

して た

トン

の には の に げる の を す

ること

には の に める を すること

ア エ

ア イ ウ
エ イ ウ

課税標準 重量となる

１

２



平成 年 月 日 火曜日 鳥 取 県 公 報 （号外）第 号16 12 28 197 37

第 号様式（第 条関係）

（表 面）

産業廃棄物処分場税徴収猶予申請書

（ 年 月分 年 月分 ）

職 氏 名 様

徴収 猶予 受 、鳥取県税条例第 条第 項 規定 、次 申請 。

年 月 日

郵便番号

住 所

申請者 氏 名

法人 、主 事務所

所在地、名称及 代表者 氏名

電話番号

注 「徴収 猶予 受 税額及 納入予定年月日」欄 記載 当 、納入予定年月日 異

場合 、 年月日 税額 記載 。 場合 、 税額 合計額

、「受 取 金額」欄 産業廃棄物処分場税額以下 額 。

添付書類

徴収 猶予 必要 理由 証明 書類

75 65

223

から まで

の を けたいので の により のとおり します

にあっては たる の

び の

の を けようとする び の に たっては が

なる は それぞれの ごとの を すること この において それぞれの の

は け ることができなかった の の とすること

の を とする を する

１

最
終
処
分
場

種 類

所 在 地

名 称

徴 収 猶 予

必要 理由

受 取

金額

申 告 税 額

納 期 限

徴収 猶予 受

税額及

納入予定年月日

備 考

産業廃棄物 埋立処分 係 料金

産 業 廃 棄 物 処 分 場 税 額

円

円

円

年 月 日

年 月 日 円

年 月 日 円

合 計 円

の を

とする

け ることが

できなかった

の を け

ようとする

び

の に る



平成 年 月 日 火曜日 鳥 取 県 公 報 （号外）第 号16 12 28 19738

（裏 面）

注 重量 計測 困難 産業廃棄物 、鳥取県税条例施行規則別表 右欄 定 換算係数 当該

産業廃棄物 容量 乗 得 数値 「徴収 猶予 受 産業廃棄物処分場税額 対応 課

税標準 重量」欄 記載 。

受 取 産業廃棄物処分場税

徴収 猶予 受 明細

（ 年 月分 年 月分 ）

産業廃棄物 最終処分場 搬入 者 徴収 猶予 受

産業廃棄物

処分場税額 対応

課税標準 重

量

受 取

産業廃棄物

埋立処分 係 料

金

受 取

産業廃棄物

埋立処分 係 料

金 回収予定年月日

住 所

法人 、主

事務所 所在地

氏 名

法人

、名称

円 年 月 日

円 年 月 日

円 年 月 日

円 年 月 日

円 年 月 日

円 年 月 日

円 年 月 日

円 年 月 日

円 年 月 日

円 年 月 日

円 年 月 日

円 年 月 日

円 年 月 日

円 年 月 日

計 ※ 円

徴収 猶予 受 税額（※× 円） 円

け ることができなかった

のうち の を けようとするものの

から まで

を に した の を けよ

うとする

に す

る となる

け ることができ

なかった

の に る

け ることができ

なかった

の に る

のにあっては

たる の

にあっ

ては

トン

トン

トン

トン

トン

トン

トン

トン

トン

トン

トン

トン

トン

トン

トン

の を けようとする 1,000

の が な にあっては の に める を

の に じて た を の を けようとする に する

となる に すること



平成 年 月 日 火曜日 鳥 取 県 公 報 （号外）第 号16 12 28 197 39

第 号様式（第 条関係）

産業廃棄物処分場税徴収不能額等
還 付

納入義務免除
申請書

職 氏 名 様
還付（納入義務 免除） 受 、鳥取県税条例第 条第 項 規定 、次 申請
。

郵便番号
住 所

申請者 氏 名
法人 、主 事務所
所在地、名称及 代表者 氏名
電話番号

76 66

224の を けたいので の により のとおり し
ます

にあっては たる の
び の

１

最 終

処分場

種 類

所 在 地

名 称

課税標準 産業廃棄物 重量

総量

還付（納入義務 免除）

受 額 総額
円

区 分
年 月分

年 月分

年 月分

年 月分

年 月分

年 月分

産業廃
棄物
埋立処
分 係
料金

及 産
業廃棄
物処分
場税
全部又
一部
受

取

場合

還付又 納入義務 免除 別

産業廃棄物 埋立処分 係
料金 ①

① 既 受 取 金額

① 受 取
金額

① 対応 課税標準
産業廃棄物 重量 ②
納入 産業廃棄物処分場
税額 ②× 円 ③
③ 既 受 取 産業
廃棄物処分場税額
③ 受 取

金額
産業廃棄物 搬入 者 住
所及 氏名（法人 、
主 事務所 所在地、名称
及 代表者 氏名）

徴収
産業

廃棄物
処分場
税 失

場
合

徴収 産業廃棄物処分場税
額 ④
④ 既 納入 産業廃
棄物処分場税額
④ 失 産業廃棄物処
分場税額

還付（納入義務 免除） 必要
理由

他 参 考 事 由

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

注 重量 計測 困難 産業廃棄物 、鳥取県税条例施行規則別表 右欄 定 換算係数 当該産業廃

棄物 容量 乗 得 重量 「① 対応 課税標準 産業廃棄物 重量②」欄 記載 。

添付書類

還付（納入義務 免除） 必要 理由 証明 書類

となる の の
トン

の を

けようとする の

から

まで

から

まで

から

まで

の

に
る
び

の

は
を け
るこ

とがで
きなく
なった

は の の

の に る

のうち に け った

のうち け ることができ
なくなった
に する となる

の
すべき

のうち に け った

のうち け ることができ
なかった

を した の
び にあっては
たる の
び の

し
た

を
った

した

のうち に した

のうち った

の を とする

そ の と な る

トン トン トン

の が な にあっては の に める を

の に じて た を に する となる の に すること

の を とする を する

1,000



平成 年 月 日 火曜日 鳥 取 県 公 報 （号外）第 号16 12 28 19740

第 号様式（第 条関係）

（表 面）
産業廃棄物処分場税納税義務者登録申請書

職 氏 名 様

産業廃棄物処分場税 納税義務者 登録 受 、鳥取県税条例第 条第 項 規定 、
次 申請 。

年 月 日

郵便番号
住 所

申請者 氏 名
法人 、主 事務所
所在地、名称及 代表者 氏名
電話番号

産業廃棄物

処分業等

最終処分場

中 間

処 理 施 設

事 業 種 類

許 可 年 月 日

許 可 番 号

種 類

所 在 地

名 称

規

模

埋立可能面積

埋立可能容積

種 類

所 在 地

名 称

自 己 搬 入 開 始 年 月 日

年 月 日

（電話番号）

㎡

（電話番号）

年 月 日

注 申請書 、最終処分場 作成 。

中間処理施設 複数 場合 、裏面 記載 。

添付書類

産業廃棄物処分業等 許可証 写

最終処分場 見取図

77 67

225の として を けたいので の により
のとおり します

にあっては たる の
び の

の

の

の

この は ごとに すること

が ある は に すること

の の し

の

１

１

２

１

２



平成 年 月 日 火曜日 鳥 取 県 公 報 （号外）第 号16 12 28 197 41

（裏 面）

中 間

処 理 施 設
（ ）

種 類

所 在 地

名 称

（電話番号）

中 間

処 理 施 設
（ ）

種 類

所 在 地

名 称

（電話番号）

中 間

処 理 施 設
（ ）

種 類

所 在 地

名 称

（電話番号）

中 間

処 理 施 設
（ ）

種 類

所 在 地

名 称

（電話番号）

中 間

処 理 施 設
（ ）

種 類

所 在 地

名 称

（電話番号）

中 間

処 理 施 設
（ ）

種 類

所 在 地

名 称

（電話番号）

中 間

処 理 施 設
（ ）

種 類

所 在 地

名 称

（電話番号）

中 間

処 理 施 設
（ ）

種 類

所 在 地

名 称

（電話番号）

その

その

その

その

その

その

その

その



平成 年 月 日 火曜日 鳥 取 県 公 報 （号外）第 号16 12 28 19742

第 号様式（第 条関係）

（表 面）

受 付 印 ※
処
理
事
項

入力確認 精査検算 納税番号 調定事由

産業廃棄物処分場税 納付申告書

（ 年 月分 年 月分 ）

年 月 日

職 氏 名 様

課税標準 重量
①

納 付 期 限

納

税

義

務

者

住 所

法人

、主 事

務所 所在地

氏 名

法人

、名称及

代表者 氏名

最

終

処

分

場

種 類

所 在 地

名 称

記入 者 氏名

税 率
②

円

（電話 ）

税 額
①×②

円

年 月 日

注 ※印 欄 、記載 。

「課税標準 重量」欄 、裏面 「課税標準 重量」欄 数値 記載 。

78 68

1,000

から まで

となる

トン

にあって

は たる

の

にあって

は び

の

した の

の は しないこと

となる には の となる の を すること

１

２



平成 年 月 日 火曜日 鳥 取 県 公 報 （号外）第 号16 12 28 197 43

（裏 面）

課税標準 重量 関 明細

産業廃棄物 種類

産業廃棄物 重量
計測 困難 産業廃棄物 重量 計測 困難

重 量 合 計

（ ）

＋重 量 （ ） 容 量（ ） 換算係数
換算 得

重量（ ）

＝ ×

合 計

備 考

注 「産業廃棄物 種類」欄 、鳥取県税条例施行規則別表 左欄 掲 産業廃棄物 種類 記載

。

「換算係数」欄 、鳥取県税条例施行規則別表 右欄 定 換算係数 記載 。

となる に する

の

の
の が でな
いもの

の の が なもの
の

トン
トン

して た

トン

の には の に げる の を す

ること

には の に める を すること

ア エ

ア イ ウ
エ イ ウ

課税標準 重量となる

１

２



平成 年 月 日 火曜日 鳥 取 県 公 報 （号外）第 号16 12 28 19744

第 号様式（第 条関係）

（表 面）

受 付 印 ※
処
理
事
項

入力確認 精査検算 納税番号 調定事由

産業廃棄物処分場税 修正申告書

（ 年 月分 年 月分 ）

年 月 日

職 氏 名 様

納

税

義

務

者

住 所

法人

、主 事

務所 所在地

氏 名

法人

、名称及

代表者 氏名

最

終

処

分

場

種 類

所 在 地

名 称

記入 者 氏名

（電話 ）

区 分

修 正 申 告 （Ａ）

当 初 申 告 （Ｂ）

（Ａ）（Ｂ）

納 付 年 月 日

課税標準 重量
①

税 率
②

円

円

税 額
①×②

円

円

円

年 月 日

注 ※印 欄 、記載 。

「課税標準 重量」欄 、裏面 「課税標準 重量」欄 数値 記載 。

79 68

1,000

1,000

から まで

にあって

は たる

の

にあって

は び

の

した の

となる

トン

トン

の は しないこと

となる には の となる の を すること

修正申告書 納付 税額による すべき
－

１

２



平成 年 月 日 火曜日 鳥 取 県 公 報 （号外）第 号16 12 28 197 45

（裏 面）

課税標準 重量 関 明細

産業廃棄物 種類

産業廃棄物 重量
計測 困難 産業廃棄物 重量 計測 困難

重 量 合 計

（ ）

＋重 量 （ ） 容 量（ ） 換算係数
換算 得

重量（ ）

＝ ×

合 計

備 考

注 「産業廃棄物 種類」欄 、鳥取県税条例施行規則別表 左欄 掲 産業廃棄物 種類 記載

。

「換算係数」欄 、鳥取県税条例施行規則別表 右欄 定 換算係数 記載 。

となる に する

の

の
の が でな
いもの

の の が なもの
の

トン
トン

して た

トン

の には の に げる の を す

ること

には の に める を すること

ア エ

ア イ ウ
エ イ ウ

課税標準 重量となる

１

２



平成 年 月 日 火曜日 鳥 取 県 公 報 （号外）第 号16 12 28 19746

第 号様式（第 条関係）

産業廃棄物処分場税更正（決定）
通知書

加 算 金 決 定

番 号

年 月 日

住 所

氏 名 様

法人 、主 事務所

所在地、名称及 代表者 氏名

職 氏名 印

次 更正（決定） 、小計⑦欄 額 延滞金⑧欄 額 合計額 同封 納入書（納付書）

納 。

（教示）
通知 不服 場合 、 通知書 受 取 日 翌日 起算 日以内 行政不

服審査法第 条 規定 知事 審査請求 。審査請求 、 県税事務所長
経由 提出 。

80 69

60

にあっては たる の

び の

のとおり したので の と の との を の

により めてください

この について がある は この を け った の から して に
の により に をすることができます は なるべく

を して してください

課 税 期 間 年 月分 年 月分

申告書提出期限 年 月 日 申告書提出年月日 年 月 日

区 分

更 正 （ 決 定 ） 額 ①

既申告（更正・決定）額②

差引不足金額③（① ②）

区 分

過 少 申 告 加 算 金 ④

不 申 告 加 算 金 ⑤

重 加 算 金 ⑥

区 分

小計⑦（③＋④＋⑤＋⑥）

延 滞 金 ⑧

更正（決定） 根拠法令

指 定 納 期 限

課税標準 重量 税 率 税 額

円 円

円 円

円

基 礎 税 額 割 合 加 算 金 額

円 ％ 円

円 ％ 円

円 ％ 円

税 額 等

円

不足金額 、 年 月 日 納入（納付） 日 期間 応 、

税額（ 円未満 端数 又 全額 円未満 、

端数金額又 全額 切 捨 。） 対 、年 ー （ 通

知書 納期限 期間又 当該納期限 翌日 月 経過 日

期間 、年 ー （当該期間 属 各年 前年 月 日

経過 時 公定歩合 年 ー 割合 加算 割合 年 ー

割合 満 場合 、当該公定歩合 年 ー 割合 加算

割合）） 割合 計算 金額

地方税法第 条第 項

年 月 日

から まで

の

となる

トン

トン

と な る

について から の までの に じ

の があるとき はその が であるときは

その はその を り てる に し パ セント この

による までの は の から を する までの

については パ セント の する の の を

する における に パ セントの を した が パ

セントの に たない は に パ セントの を し

た の で した

－

１

４

４
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４



平成 年 月 日 火曜日 鳥 取 県 公 報 （号外）第 号16 12 28 197 47

附 則

（施行期日）

規則 、公布 日 施行 。

（鳥取県産業廃棄物処分場税条例施行規則 廃止）

鳥取県産業廃棄物処分場税条例施行規則（平成 年鳥取県規則第 号。以下「旧産業廃棄物処分場税条例施

行規則」 。） 、廃止 。

（経過措置）

旧産業廃棄物処分場税条例施行規則 規定 手続 他 行為 、改正後 鳥取県税条例施行規則

（以下「新規則」 。）中 相当 規定 手続 他 行為 。

規則 施行 際現 旧産業廃棄物処分場税条例施行規則又 改正前 鳥取県税条例施行規則 規定 基

作成 用紙 、新規則 規定 、当分 間、所要 調整 上 使用

。

１

２ ３

３

４

この は の から する

の

という は する

の によりした その の は の

という の する によりした その の とみなす

この の の に は の の に

づき されている は の にかかわらず の の をした で することがで

きる

15
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